平成24年第１回奥多摩町議会定例会連合審査会会議録
1.　平成24年３月７日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会連合審査会が奥多摩町議会議場に招集された。
2.　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君
第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君
3.　欠席議員は次のとおりである。
　　　　な　し
4.　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

5.　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

6.　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。
　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君
　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
病院事務長　川村　文雄君

平成24年第１回奥多摩町議会定例会
連　合　審　査　会　議　事　日　程

平成24年３月７日（水）

午前10時00分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　　果

	１
	――
	議長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	議案第11号
	平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	４
	議案第12号
	平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	５
	議案第13号
	平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	６
	議案第14号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	７
	議案第15号
	平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	８
	議案第16号
	平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算

（第３号）
	可決すべきもの

	９
	議案第17号
	平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算

（第３号）
	可決すべきもの

	10
	議案第18号
	平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの


（閉会　午後１時44分）
午前10時00分　開会・開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。これより連合審査会を開会、開議します。

　本日の出席委員は11名です。直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定について、を議題とします。

　お諮りします。本審査会の会期については本日１日限りとしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本審査会の会期は本日１日限りと決定しました。

本日の連合審査会は、お手元に配付してある日程表のとおり、３月５日の本会議第１日に付託された日程第３　議案第11号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）及び日程第４　議案第12号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第３号）、日程第５　議案第13号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）、日程第６　議案第14号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）、日程第７　議案第15号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）、日程第８　議案第16号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第３号）、日程第９　議案第17号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）、日程第10　議案第18号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）、以上８件について常任委員会合同で審査を行います。

　審査を行う前に各課長にお願いします。説明は、自席に着席したままで簡潔に行っていただくようお願いします。

　初めに、議案第11号について、各課長から順次所管の説明を求めます。住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　議案第11号　平成23年度奥多摩町一般会計補正予算（第３号）の７ページをお開きください。２歳入、款01町税についてご説明いたします。

個人の町民税は、納税義務者の減少で274万3,000円の減額、法人町民税は、企業業績の持ち直しなどにより994万4,000円の大幅な増額となり、町民税全体では720万1,000円を増額し２億8,302万9,000円の見込額とするものでございます。

固定資産税は、現年課税分265万3,000円を減額し、滞納繰越分51万6,000円を増額し、３億5,244万9,000円とするものです。主な理由ですが、地価下落時点修正による増、家屋の滅失などによる減、設備投資の減少による償却資産の減がありましたが、見込みによるものでございます。滞納繰越分については、当初見込額より以上の徴収が見込まれることによるものでございます。交付金と合わせた固定資産税全体では213万7,000円を減額し、５億1,416万5,000円とするものでございます。

軽自動車税は、現年課税分20万7,000円を増額し、滞納繰越分1,000円を減額し、軽自動車全体では20万6,000円を増額し、1,167万9,000円とするものでございます。

たばこ税は、平成22年10月より税率が改定され、喫煙人口の大幅な減少が見込まれましたが、喫煙本数の回復が見られることから694万円の増額により2,803万2,000円を収入見込額とするものでございます。

８ページをごらんください。鉱産税は、79万4,000円を減額し、444万2,000円とするものでございます。

入湯税は、10万9,000円増額し、612万8,000円の見込額とするものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地方揮発油譲与税116万2,000円の増、次の自動車重量譲与税136万円の増、次の利子割交付金５万1,000円の増、次の配当割交付金30万1,000円の増、次の９ページをごらんください。株式等譲渡所得割交付金47万5,000円の減、次の地方消費税交付金426万1,000円の減、次の自動車取得税交付金303万6,000円の減、次の交通安全対策特別交付金20万円の減は、それぞれ通知によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　款の11分担金及び負担金です。

　民生費負担金では、児童福祉費負担金１万3,000円の増は、保育料保護者過年度負担金の増によるものでございます。

　次の社会福祉費負担金は、難病患者等ホームヘルプサービス事業費負担金２万2,000円の減は、希望者がいなかったため皆減するものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　款12使用料及び手数料の商工使用料でございますが、37万7,000円を減額するもので、日原駐車場につきましては端数処理の関係から、氷川駐車場と小丹波駐車場につきましては利用台数の見込減により減額するものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　10ページをごらんください。教育使用料でございますが、２万3,000円の減額につきましては、学校開放施設、社会体育施設及び森林館使用料の実績及び見込額でございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　総務手数料６万8,000円の減は、実績によるものでございます。

　衛生手数料５万9,000円の減は、実績見込み等によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　11ページをお開きください。款の13国庫支出金です。

民生費国庫負担金では、社会福祉費負担金210万3,000円の増は、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金の保険者支援分が通知により６万6,000円の増、障害者自立支援給付費負担金が実績により294万9,000円の増、障害者自立支援対策臨時特例交付金も、実績により１万2,000円の減、障害者自立支援医療給付費負担金90万円の減も実績によるものです。

　次の児童福祉費負担金1,168万4,000円の減は、子ども手当費負担金が10月からの制度改正に伴い、実績により減を見込むものです。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の総務費国庫補助金200万円の減は、地デジの切り替えに伴い登計弁天地域の一部に難視聴地域が発生する可能性があったことから、総務省からの共同アンテナ補助金200万円を計上しておりましたけれども、全世帯が視聴できることになりましたので、この補助金を減額するものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の民生費国庫負担金の社会福祉費補助金９万9,000円の減は、難病患者等ホームヘルプサービス事業補助金が実績により４万5,000円の減、障害程度区分認定等事業費補助金が13万4,000円の減、障害者地域生活支援事業補助金８万円の増は、それぞれ確定見込によるものです。

　児童福祉費補助金７万7,000円の減も、次世代育成支援対策事業交付金でファミリー・サポート・センター事業費を実績により減と見込むものです。

　次の衛生費国庫補助金の保健衛生補助金16万6,000円の減は、疾病予防対策事業費等補助金で、女性特有のがん検診推進事業の実績見込によるものです。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費国庫補助金121万円の増につきましては、社会資本整備総合交付金の地域住宅計画の増で、栃久保４カ所にある公営住宅の全世帯の地デジ改修工事の国庫補助を見込むものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費国庫補助金でございますが、11万5,000円の減額となります。その内容ですが、小学校費補助金３万3,000円の減額、次のページにございます中学校費補助金８万2,000円の減額は、いずれも理科教育振興を図るための理科教育等設備整備費補助金、特別支援学級に通学する児童生徒のうち、準要保護対象世帯への援助に対する特別支援教育就学奨励費補助金、生活保護受給世帯の援助に対する要保護児童生徒援助費補助金が、事業実績に伴い減額となるものでございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に、国庫委託金、総務費委託金６万2,000円の減は、実績によるものでございます。

　次の民生費委託金９万3,000円の減は、これも実績によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　款の14都支出金です。

　民生費都負担金、社会福祉費負担金244万4,000円の減は、身体・知的障害者福祉法事務費等交付金が５万1,000円の減、民生委員推薦等に要する経費負担金が４万2,000円の減、民生・児童委員協力員事業費負担金が12万円の減、行旅死亡人取扱費負担金が32万7千円の増、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金が56万2,000円の増、後期高齢者医療保険基盤安定繰出負担金が199万5,000円の減、在宅心身障害者福祉手当負担金が212万4,000円の減、障害者自立支援給付費負担金が147万5,000円の増、障害者医療費負担金が45万円の減、地域自殺対策緊急強化基金事業負担金が２万6,000円の減と、それぞれ実績により見込んだものでございます。

　13ページをお開きください。児童福祉費負担金620万2,000円の減は、児童育成手当費負担金が133万3,000円の減、子ども手当費負担金が486万9,000円の減と、それぞれ実績により見込むものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費都負担金645万8,000円の減につきましては、地籍調査事業費負担金の減が主なもので、東日本大震災で基準点がずれたために事業の見直しにより減になりました。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の総務費都補助金４億円の増は、市町村総合交付金の確定によるものです。これによりまして、当初12億円を見込んでおりました都の市町村総合交付金は、総額で16億円となりました。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費都補助金の社会福祉費補助金253万3,000円の減は、主なもので、高齢社会対策包括補助事業補助金130万5,000円の減は、高齢者見守り相談事業118万6,000円の減によるものです。

　社会資本整備総合交付金も高齢者見守り相談事業に対するもので、実績により228万2,000円の減、障害者施策推進包括補助事業補助金85万2,000円の減は、重度心身障害者日帰り見学会17万3,000円の減、重度身体障害者住宅設備改善等事業48万円の減、障害者グループホーム等支援事業25万2,000円の増、障害者就労サポート事業46万9,000円の減等、いずれも実績により見込むものでございます。

14ページをごらんください。難病患者等ホームヘルプサービス事業補助金は２万2,000円の減、在宅障害者福祉事業費等補助金３万円の減、難病患者等日常生活用具給付事業補助金11万5,000円の減は、いずれも実績見込みによるものです。

障害者地域生活支援事業補助金は４万円増、障害者短期入所事業補助金は２万5,000円の減、高次脳機能障害者支援促進事業補助金は56万円の増、高齢者を熱中症等から守る緊急対策事業補助金196万9,000円の減、シルバー交番設置事業補助金346万8,000円の増等、いずれも実績に基づき増減を見込んだものです。

　次の児童福祉費補助金79万円の増は、主なもので、乳幼児医療費助成事業補助金23万5,000円の減、子ども医療費助成事業補助金92万8,000円の増、子ども家庭支援包括補助事業補助金10万9,000円の増は、いずれも説明欄の事業の実績に基づき増減を見込むものです。

　次の衛生費都補助金の保健衛生費補助金142万5,000円の増は、医療保健政策包括補助事業補助金で５歳児健診事業費３万円の減、感染症予防対策事業費30万円の減、健康づくり推進事業費175万5,000円の増は、いずれも実績に基づき見込んだものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農業水産業費都補助金の5,550万8,000円の減額でございますが、農業費補助金と林業費補助金のうちのシカ被害跡地復旧造林事業につきましては事業確定により、西川線林道開設事業につきましては、予定路線内の立木が所有者に無断で伐採され刑事事件となったことから、事業執行ができなかったことによるものでございます。

　次の商工費都補助金の3,840万9,000円の増額でございますが、15ページの木質バイオマス活用促進事業につきましては、ボイラー導入に伴う助成先を、国の独立行政法人と考えていましたが、認定後の着手では年度内の完了が見込めないため都単独補助に変更したためで、他の事業につきましては額の確定に伴うものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費都補助金1,128万2,000円の減につきましては、説明欄にございます４路線の事業費の額の確定による減を見込むものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費都補助金でございますが、108万円の増となります。

教育総務費補助金、中学校費補助金につきましては、実績及び見込額を計上させていただき、小学校費補助金の95万5,000円の追加につきましては、公立学校運動場芝生化事業補助金として、平成24年度で事業を予定しております古里小学校芝生化整備事業の調査設計費に対する補助金で、補助率は10分の10でございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　次に、都委託金です。総務費委託金、全体で153万4,000円の減額でございます。徴税費委託金92万円の増、戸籍住民基本台帳費委託金1,000円の減です。これは、確定によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費委託金は198万5,000円の減となりますが、事業確定によるものです。

○住民課長（浜野　武雄君）　次の総務管理費委託金46万8,000円の減は、確定によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費委託金の社会福祉費委託金４万4,000円の増は、東京都福祉のまちづくり条例に基づき事務処理特例交付金を見込むものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の商工費委託金の99万4,000円の減額でございますが、委託金額の確定に伴うものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の土木費委託金33万6,000円の減につきましては、奥多摩周遊道路管理委託金の額の確定によるものです。

○教育課長（井上　永一君）　次に、教育費委託金でございますが、673万8,000円の減額につきましては、教育総務費委託金につきましては実績により減、社会教育費委託金につきましては、水と緑のふれあい館の管理運営委託金が、歳出でご説明いたしますが、光熱水費、修繕費、事業費が実績により減額となるため、東京都との協定によりまして、委託金についても減額となるものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財産貸付収入７万1,000円の減は、貸地料の減に伴うものでございます。

　次の利子及び配当金19万5,000円の増は、確定によるものでございます。

　17ページをごらんください。財政調整基金繰入金6,000万円の減、次の公共施設整備基金繰入金２億4,900万円の減、次の教育文化振興基金繰入金240万円の減は、当初、財源不足から基金を取り崩す予定でおりましたけれども、財政調整により、すべて戻し入れするものでございます。

　次の農作物有害鳥獣対策受託収入202万9,000円の減、次の弁償金２万2,000円の増、次のページの実費徴収金48万9,000円の増、次の過年度収入162万8,000円の増、次の市町村振興宝くじ収益配分金51万6,000円の減、次の雑入4,299万4,000円の減は、それぞれ交付決定並びに確定によるものです。

以上で歳入の説明を終わります。

○総務課長（原島　　肇君）　次の19ページから歳出に入りますが、その前に人件費について総括説明をさせていただきます。

　補正予算書の93、94ページをお開きください。93ページ、給与費明細書の特別職でございます。下段の比較の欄をごらんください。

　その他の報酬の204万円の減は、各種委員会報酬、消防団員報酬等の不用額となります。

　長等の共済費19万8,000円の増は、基礎年金拠出金の負担金率の変更による増となります。

　94ページをお願いします。一般職になります。上から３行目の比較の欄ですが、給与費の給料は25万1,000円の減、職員手当は80万4,000円の増、１つ飛ばしまして共済費は402万1,000円の増、合計では457万4,000円の増となります。

　給料の減は不用額、職員手当の増は、下段の内容のとおり所要見込額の調整となりますが、退職手当組合負担金84万円の増は、定年退職者の特別負担金の計上となります。

　上段の欄の共済費402万1,000円の増は、長等と同様、基礎年金拠出金の負担率が「1,000分の29」から「1,000分の38.5」に引き上げられたことによります増となるものです。

　以上で給与費明細書の説明を終わります。

19ページにお戻りください。

○議会事務局長（大野　　尚君）　それでは、予算書19ページですけれども、歳出となります。

　議会事務局費の9,000円の減は、人件費分でございます。

次に、議会運営費の101万7,000円の増は、負担金・補助及び交付金の説明欄の町村議会特別負担金150万円が主なもので、これは東京都町村議会議長会会長町村が負担するもので、この金額は東京都市町村総合交付金に算入されており、これを東京都町村議会議長会へ負担し、運営費に充てるものでございます。そのほかは不用額を整理するものでございます。

議会費は以上でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　款02総務費となります。

総務管理費の一般管理費は、総額で262万5,000円を減額し、２億5,514万9,000円とするものです。

20ページをお願いします。一般管理費は、130万5,000円を減額するものですが、人件費につきましては所要額の調整と、賃金から次ページの備品購入費まで不用額の減となります。

21ページをごらんください。職員研修費の15万円の減は、旅費で職員研修旅費の減、職員福利厚生費の8,000円の減は、職員互助組合負担金の不用額、庁舎管理費の109万円の減は、需要費では消耗品、燃料費、光熱水費それぞれの減、次ページ、役務費は汲取料の減、委託料は警備委託料、日直委託料、使用料及び賃借料では分煙テーブル使用料、芳香器等使用料の減、工事請負費は不用額となります。

次に、災害対策用職員住宅管理費は７万2,000円の減となりますが、それぞれ不用額となります。

続きまして、文書管理費の文書管理費65万円の減で、1,291万2,000円となりますが、委員会報酬の減及び消耗品費で法例集追録購入費の減、次ページをお願いします。役務費では郵券代の減、備品購入費では奥多摩町の印を買わせていただくため、新たに計上するものでございます。

続きまして、広報費に入ります。広報費では、32万3,000円を減額し1,121万6,000円とするものですが、賃金では臨時職員賃金の減、需要費、役務費、使用料及び賃借料の減は、それぞれ不用額となります。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の財政管理費56万3,000円の増は、消耗品では不用額を、通信運搬費の郵券代では99カ年地上権抹消登記にかかる郵券代96万2,000円を増額、備品購入費では自動紙折機の更新のため17万円を増額するものでございます。

　次の企画費271万5,000円の増は、過疎バス対策補助金371万5,000円の増と、帰宅困難者対策として夜間タクシー補助を予定しておりましたが、実施が不可能となりましたので100万円を減額するものでございます。

　次の企画事業費97万9,000円の増は、行政改革推進委員会の報償費及び旅費の不用額と、負担金・補助及び交付金の100万円増は、地デジ切り替えに伴い川井テレビ組合に住民負担の格差が生じたため、川井テレビ組合に対して300万円を補助するため、不足する100万円を計上するものでございます。

　なお、本件につきましては、５番杉村議員から一般質問をお受けしておりますので、その時に詳しく説明させていただきます。

　次の地域交流事業費141万8,000円の減は、友好交流都市であります中国淳安県訪日に伴う予算でありましたが、淳安県側から県長等の選挙の年に当たり、幹部人事が固まらないため訪日を見合わせる旨の連絡がありましたので、この関連予算を減額するものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　25ページをお開きください。電子計算費の電子計算管理費は、103万2,000円を減額し3,726万8,000円とするもので、役務費は通信回線使用料の減、委託料は住民系システム４団体共同運用のスケールメリットによる電子計算機及び周辺装置保守点検委託料の減、使用料及び賃借料はパソコンの再リースによる減、備品購入費は不用額です。負担金・補助及び交付金では、料金の値下げによるものです。

　続きまして、電子計算開発費は678万円を減額し、2,034万4,000円とするもので、内部情報系システム変更の調達方法を総合評価方式としたことから、見積額から構築費が大幅減となったものが主な要因です。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の地域振興対策事業費62万2,000円の減は、身近なまちづくり推進事業の確定に伴い各種経費を不用額とするものでございます。

　次の財政調整基金費１万2,000円の増、次の減債基金費１億4,113万2,000円の増、次のページの公共施設整備基金費３万5,000円の増は、利子及び基金の積み立てによるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　27ページ、車両費に入ります。車両費の車両管理費は39万7,000円を増額し1,194万1,000円とするもので、需要費では燃料費の値上げによる増、役務費は不用額、使用料及び賃借料は有料道路、有料駐車場使用料の増、備品購入費及び公課費は不用額となります。

　続きまして、交通安全対策費に入ります。交通安全対策費は１万6,000円を減額し114万2,000円とするもので、交通災害共済加入者の減による補助金の減となります。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の交通安全施設等整備事業費100万6,000円の減につきましては、15の工事請負費で100万円の減を見込んでおります。これにつきましては、日向人道橋の契約による額を見込むもので、不用額です。

○総務課長（原島　　肇君）　防犯対策費の防犯対策費は、49万3,000円を減額し417万9,000円とするもので、需要費の消耗品は不用額、負担金・補助及び交付金は防犯灯器具購入補助の器具数の減少による47万円の減となります。

○住民課長（浜野　武雄君）　次の人権・行政相談費5,000円の減は、消耗品の減の見込みでございます。

　次の地域ネットワーク協議会事業費60万7,000円の減額は、これは音楽と講演の集い事業が確定し、実績によるものでございます。

　次の29ページをお開きください。徴税費、税務総務費44万1,000円の増は、人件費等の調整でございます。

　次のページの賦課徴収費12万8,000円の減額は、印刷製本費ほかの減によるものでございます。

　次の戸籍住民基本台帳費41万2,000円の減は、人件費等の調整によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　31ページをお開きください。選挙費に入ります。

選挙費の選挙管理委員会費は１万6,000円を増額し903万円とするものですが、人件費及び消耗品費につきましては、所要額を調整するものです。

次ページをお願いします。東京都知事選挙費は131万2,000円を減額し469万6,000円とするものですが、４月10日執行の選挙の事業確定による不用額の減となります。

33ページをお願いします。町議会議員選挙費は105万6,000円を減額し756万1,000円とするものですが、投票日当日の投票時間を２時間短縮したことにより、手当等の軽減を図ることができました。報酬から、次のページ使用料及び賃借料まで事業の確定による不用額となります。

34ページをお願いします。統計調査総務費は２万円を減額し、皆減となります。統計思想の普及と統計情報の利用促進を目的として、東京都総務局が事務局となり、都及び62区市町村で構成された東京都統計協会が、2009年の全国統計協会連合会の解散により協議した結果、民間主体の統計への振興の役割を終えたとして、平成24年３月31日をもって解散するもので、平成23年度の会費の徴収がなくなったものです。これに伴い下部組織である西多摩統計協会も自然消滅となります。今後の必要な事業は、東京都が継続をいたします。

○議会事務局長（大野　　尚君）　35ページ上段の監査委員費８万6,000円の増は、人件費分でございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　民生費になります。

　社会福祉総務費８万7,000円の減は、職員の給料から、36ページの旅費まで、それぞれ所要額と不用額の整理を見込むものです。

　次の社会福祉委員費は旅費で１万5,000円の減、次の民生委員推薦会費４万2,000円の減は、報酬で４万円、旅費で2,000円の減、次の民生・児童委員協力員事業費12万円の減は、旅費で２万円、需用費で10万円の減で、いずれも実績により見込むものです。

　次の行旅死亡人取扱費31万7,000円の増は、２件分の増に伴う葬祭費等を見込むものです。

　37ページをお開きください。

○住民課長（浜野　武雄君）　37ページ、保護司活動費４万円の減は、確定によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次の社会福祉協議会補助事業費４万2,000円の増は、償還金・利子及び割引料で、過年度都補助金の返還金を見込むものです。

　次の社会福祉基金費1,000円の増は、基金利子の増によるものです。

　次の国民健康保険事業費433万3,000円の増は、給料から共済費までは職員人件費の所要額を見込み、繰出金416万3,000円の増は、保険基盤安定繰出金83万7,000円の増、出産育児一時金繰出金26万6,000円の増、財政安定化支援繰出金306万円の増は、それぞれ実績により見込むものです。

　次の福祉集会所維持管理費７万5,000円の減は、役務費で浄化槽汲取料の減６万8,000円が主なものです。

38ページをごらんください。成年後見制度利用支援事業費21万円の減は、成年後見制度利用支援事業の実績見込によるものです。

次の福祉サービス第三者評価事業費は、負担金・補助及び交付金で７万円の減、償還金・利子及び割引料で過年度都補助金返還金７万円を、いずれも実績により見込むものです。

　次の老人福祉費では、高齢者福祉地域支援事業費65万円の減は、扶助費で福祉電話使用料扶助が４万9,000円の減、紙おむつ給付は60万1,000円の減で、それぞれ実績により見込むものです。

　次の敬老記念品支給事業費は1,000円の減、39ページをお開きください。高齢者緊急通報システム事業費107万7,000円の減額は、報償費で協力員報償を20万円の減、役務費で保守点検料を27万6,000円の減、移設費では８万1,000円の増、新規設置料で20万1,000円の減、備品購入費で家庭用機器48万1,000円の減は、それぞれ実績見込みによるものです。

次の高齢者火災安全システム事業費65万5,000円の減は、役務費で保守点検料８万4,000円の減、新規設置料32万4,000円の減のほか、備品購入費で住宅用防災機器24万7,000円の減は、それぞれ実績により見込むものです。

次の高齢者自立支援住宅改修給付事業費は、財源組替えを行うものです。

次の高齢者外出支援サービス事業費２万6,000円の増は、過年度都補助金の額の確定による返還金です。

次の老人クラブ運営費補助事業費1,000円の減は、実績による減です。

次の福祉モノレール等整備事業費240万8,000円の増は、委託料で不用額２万9,000円の整理を、40ページをごらんください。償還金・利子及び割引料243万7,000円の増は、過年度都補助金の額の確定による返還金です。

次の老人援護費53万6,000円の減は、委託料で2,000円の減、扶助費で老人扶助費53万4,000円の減は、いずれも実績によるものです。

次の介護保険特別会計繰出事業費146万1,000円の減は実績により見込むもので、内容は、介護保険特別会計でご説明をいたします。

次の介護予防ケアマネジメント事業費37万9,000円の減は、賃金で介護支援専門員臨時職員賃金36万円の減、役務費で電話料１万9,000円の減は、それぞれ実績見込でございます。

次の介護保険サービス等在宅低所得者利用負担助成事業費68万8,000円の減は、扶助費で対象となる各事業に要する利用者負担助成金の実績により見込むものです。

次の高齢者日常生活圏域ニーズ調査事業費250万8,000円の減は、需要費で印刷製本費が30万円の増、委託料で調査業務委託料を契約実績によりまして280万8,000円の減とするものです。

次の後期高齢者医療制度事業費611万7,000円の減は、実績により見込むもので、内容は、後期高齢者医療特別会計でご説明をいたします。

41ページをお開きください。次の心身障害者福祉費では、心身障害者福祉費１万円の減は、扶助費で診断書料扶助の実績によるものでございます。

次の重度障害者見学事業費の42万2,000円の減は、計画では２回実施を予定しておりましたけれども、１回となったためで、需用費で食糧費７万7,000円の減を、役務費で傷害保険料１万6,000円を、使用料及び賃借料で入園料や施設利用料等32万9,000円を、それぞれ不用額として整理するものでございます。

42ページをごらんください。

次の難病患者等ホームヘルプサービス事業費９万2,000円の減は、委託料で家事援助費を実績により見込むものです。

次の在宅心身障害者福祉手当給付事業費212万3,000円の減は、扶助費で実績により不用額を整理するものです。

次の町単独在宅心身障害者福祉手当給付事業費188万5,000円の減も、扶助費で実績により不用額を整理するものです。

次の身体障害者酸素購入費助成事業費６万2,000円の減は、該当者の見込みがないため皆減するものでございます。

次の難病患者等日常生活用具給付事業費15万4,000円の減は、扶助費で給付実績がなかったため皆減するものです。

次の重度身体障害者（児）住宅設備改善等事業費48万円の減も、給付実績がなかったため皆減するものです。

次の重度障害者（児）タクシー乗車料金助成事業費26万7,000円の減は、主に扶助費で25万5,000円、実績により見込むものでございます。

43ページをお開きください。障害者自立支援事業費1,239万3,000円の減は、報償費から使用料及び賃借料までは実績により減を見込むもので、負担金・補助及び交付金1,000万円の減は障害福祉施設改修工事補助金が、施設側の都合によりまして工事が翌年度実施となったため皆減するものでございます。

扶助費214万7,000円の減は、施設訓練等施設支援費11万8,000円の減、居宅介護費20万円の減、共同生活援助１万6,000円の減、補装具84万8,000円の減、共同生活援助・共同生活介護利用者家賃助成14万4,000円の減、就労継続支援Ｂ型66万2,000円の減、共同生活援助・共同継続介護都加算13万1,000円の減、短期入所都加算１万2,000円の減、通所サービス等利用促進事業8,000円の減、事業運営安定化事業8,000円の減は、いずれも実績により不用額の整理を行ったものです。

次の障害者自立支援医療事業費276万円の減は、扶助費で更生医療給付費が実績により減を見込むものです。

次の障害者地域生活支援事業費67万8,000円の減は、44ページで委託料でコミュニケーション支援事業委託料６万2,000円の減、ガイドヘルパー事業委託料は、それぞれ実績見込みによる減を、備品購入費５万円の減は不用額の整理を、扶助費では更生訓練費給付18万8,000円の減、身体障害者用自動車改造費助成13万9,000円、身体障害者自動車運転免許取得費助成16万4,000円、それぞれ実績により不用額の整理をするものです。

次の重度心体障害者等緊急通報システム事業費７万5,000円の減、及び次の身体障害者福祉電話運営費助成事業費３万1,000円の減も、該当者がいないことにより皆減するものです。

次の障害者就労サポート事業費は、財源の組替えを行ったものです。

次の高次脳機能障害者支援促進事業費28万8,000円の減は、委託料で相談員委託料の不用額の整理を、次の自殺対策事業費６万2,000円の減は、報償費で講師報償費10万円の減を、需要費で消耗品３万8,000円の増を、それぞれ実績により見込むものです。

45ページをお開きください。在宅障害者自立生活サポート事業費２万4,000円の減は、需要費の消耗品費で自立訓練に伴う食材購入費を実績により減とするものです。

次に、児童福祉費です。児童福祉総務費は７万4,000円の増で、職員の人件費、給料から共済費までの所要額を見込むものです。

次の児童福祉費６万8,000円の減は、報償費で子育て支援協議会開催実績により委員報償の減を見込むものです。

次の、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費６万6,000円の減は、委託料でひとり親家庭家事援助が実績により減額とするものです。

次の、ひとり親家庭医療費助成事業費と、次の乳幼児医療費助成事業費、46ページの次の子ども医療費助成事業費は、いずれも財源組替えを行うものです。

次の少子化対策事業費252万6,000円の減は、主に負担金・補助及び交付金の減で、町独自の子ども子育て支援推進事業におけるそれぞれ説明欄の事業について、実績により見込むものです。

次の児童措置費の保育所措置費350万円の減は、委託料で氷川保育園が600万円の減、古里保育園が450万円の増、管外保育が200万円の減を、それぞれ実績見込みによるものです。

次の児童手当費2,142万1,000円の減は、扶助費で子ども手当の支給額が10月以降変更されたことによるものでございます。

47ページをお開きください。次の児童育成手当費133万3,000円の減も、扶助費で育成手当が114万7,000円、障害手当が18万6,000円の減は、いずれも実績による見込みです。

次の児童健全育成事業費の放課後児童健全育成事業費11万2,000円の減は、需用費で燃料費と光熱水費の実績により見込み、修繕費は不用額を整理するものです。

48ページをごらんください。次の子ども家庭支援センター事業費545万1,000円の減は、職員の給料から旅費までは所要額を見込み、需要費284万円は、主に光熱水費で照明をＬＥＤ照明に変更したことによりまして、当初見積に比べ実績により電気料を277万円減額するものです。委託料は238万8,000円の減は、相談員委託料を163万9,000円の減、事業委託料36万円の減、施設保守点検等委託費38万9,000円の減は、いずれも実績見込みでございます。

使用料及び賃借料21万円の減は、不用額を整理するものです。

償還金・利子及び割引料10万9,000円の増は、過年度都補助金返還金を見込むものです。

次のファミリー・サポート・センター事業費30万3,000円の増は、報償費で講師謝礼４万2,000円の減、役務費で子育て相互援助活動補償保険料８万7,000円の減、49ページをお開きいただき、償還金・利子及び割引料43万2,000円の増は、実績による前年度都補助金の返還額です。

次の病後児預かり事業費16万8,000円の減は、委託料で予防接種委託料11万4,000円の減を、負担金・補助及び交付金で利用者補助５万4,000円を、それぞれ実績により減とするものです。

○議長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時５分から再開とします。

午前10時53分　休憩

午前11時05分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第11号、49ページの歳出の民生費から説明願います。住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　それでは、49ページをお開きください。国民年金費、国民年金総務費２万9,000円の増は、人件費の調整でございます。

　次の国民年金費2,000円の減は、消耗品費の減が主なものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　50ページをごらんください。衛生費となります。

保健衛生総務費では、職員５名分の給料から共済費までを調整させていただいたものです。

次の古里診療所事業費24万5,000円の減は、使用料及び賃借料で医療機器のリース料を実績により見込むものです。

次の保健センター管理費687万1,000円の増は、需要費で燃料費26万6,000円の増、光熱水費42万5,000円の増、公有財産購入費618万円の増は、保健福祉センターの駐車場が不足しているため隣接地を購入し、来場者用駐車場として活用を図るため、約80坪分の用地買収費を新たに計上するものです。今回の整備によりまして８台分の駐車スペースが確保できることとなります。

51ページをお開きください。

○住民課長（浜野　武雄君）　犬の登録と予防接種事業費２万7,000円の減は、不用額によるものでございます。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　次に予防費でございます。健康づくり推進事業費130万1,000円の減は、報酬で委員報酬の不用額の整理を、報償費では講師謝礼の減を、旅費では委員の費用弁償を、それぞれ減額するものでございます。

　52ページをごらんください。次の、へき地専門医療確保事業費３万9,000円の減額は、眼科・耳鼻科検診時の需用費で消耗品費３万7,000円の減を、食糧費で2,000円の減を不用額として整理するものでございます。

　次の感染症予防対策事業費60万円の減は、負担金・補助及び交付金で肺炎球菌ワクチン接種助成金を実績により見込むものです。

　次の結核予防対策事業費８万7,000円の増、委託料で住民検診委託料を実績により見込むものです。

　次の健康増進法保健事業費203万円の減は、賃金で健康運動指導士の賃金の減、需要費で消耗品の減、委託料で胃がん検診委託料45万4,000円の減、子宮がん検診委託料32万8,000円の減のほか、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の女性特有のがん検診推進事業費33万3,000円の減は、やはり委託料で子宮頸がん検診委託料17万5,000円の減と、乳がん検診の委託料を実績により減とするものです。

　次の骨粗しょう症予防対策事業費６万円の増も、実績によるものでございます。

　53ページをお開きください。遠隔予防医療相談事業費690万8,000円の減は、需用費で消耗品の減でございますけれども、自己採血キット等購入費259万円の減、修繕費26万円は皆減、委託料で遠隔予防医療相談事業委託料210万円の減を見込むものでございますが、いずれも町と共同して事業を行っております慶応大学の負担となったことにより減額とするものでございます。システム保守委託料は、実績で減とするものです。

　次の食育推進事業費も実績によるものでございます。

　次の母子保健事業費の妊婦健康診査事業費から、54ページの母親学級（育児科）までは、それぞれ実績により委託料等の不用額を整理するものでございます。

次に、フッ化物洗口事業費は、保育園児を対象とした虫歯予防の事業でございまして、歯科衛生士賃金の実績による減でございます。

○住民課長（浜野　武雄君）　環境衛生費は、全体で89万3,000円を減額し1,987万5,000円とするものです。

環境衛生総務費６万6,000円を減額し1,371万3,000円とするものです。これは人件費の調整、工事費と、次のページの備品購入費の不用額によるものでございます。

　55ページをお開きください。公害対策事業費3,000円を減額し41万1,000円とするものです。食料費及び委託料の不用額によるものでございます。

　次の生活排水対策事業費82万4,000円を減額し575万1,000円とするものです。古里東雑排水浄化施設の撤去完了によるものでございます。

　清掃総務費の25万9,000円を増額し3,508万円とするもので、クリーンセンター職員の給料、手当等の調整によるものでございます。

　56ページをごらんください。塵芥処理費でございますが、ごみ処理事業費579万4,000円を減額し、２億5,306万6,000円とするものです。主な理由ですが、需用費の光熱水費の112万円の増、委託料440万1,000円の減。その内訳ですが、鉄くず・鉄プレス等運搬処理委託料、次のページの焼却処理装置等維持点検整備業務委託料の減が主なものでございます。使用料及び賃借料の33万7,000円の減、工事請負費の不用額による33万5,000円の減、負担金・補助及び交付金の西秋川衛生組合負担金155万5,000円の減は、平成23年度分の確定によるものが主な理由でございます。

　し尿処理費、し尿処理事業費22万8,000円を減額し、7,269万4,000円となります。理由としては、負担金・補助及び交付金のし尿汲取補助ホース設置補助金の減額見込みによるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費でございます。農業委員会費の18万5,000円の増額でございますが、賃金の増額につきましては台風災害に伴う補修回数の増によるもので、ほかは人件費分の増と不用額によるものでございます。

　59ページをお願いします。農作物有害鳥獣対策事業費の224万5,000円の減額でございますが、シカの緊急捕獲委託料とワサビ田防護ネット設置事業の確定が主な理由でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の簡易給水施設管理費９万円の減につきましては、賃金及び光熱水費の減を見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農業振興総務費の70万円の減額でございますが、総務費の「治助イモ」商標登録出願料は、事業の内容から支出項目を変更するため、委託料を減額して同額を増額するもので、ほかは不用額の整理をお願いするものでございます。

　次の山村地域農林業振興事業費の278万1,000円の減額でございますが、需要費の消耗品の増額以外は不用額の整理をお願いするものでございます。

　61ページをお願いいたします。町農林業等振興事業費の13万4,000円の減額でございますが、需要費の修繕費は農林水産施設の修繕のため20万9,000円を増額する以外は不用額の整理をお願いするものでございます。

　次の山村振興事業費の62万1,000円の減額でございますが、旅費については見込額の増により、需用費につきましては節内での調整を行うもので、その他は不用額の整理をお願いするものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　63ページをお願いいたします。林業総務費５万2,000円の増につきましては、所要額の調整でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の林業振興総務費127万円の減額、林業構造改善事業費14万6,000円の減額につきましては、それぞれ不用額の整理をお願いするものでございます。

　次の森林保全・活用総務費の８万円の増額でございますが、森林保安員が枝打ち作業時に使用する木登り用登降器を購入するため備品購入費の増額をお願いしますが、その他につきましては不用額を整理するものでございます。

　65ページをお願いいたします。シカ被害対策事業費の57万1,000円の減額につきましては、不用額をするものでございます。

　次の森林セラピー事業費の792万4,000円の減額でございますが、報償費の講師謝礼につきましては、町が直接支払う予定であったものを財団が支払うため、委託料につきましては業務にあたった実施人数が減少したため、負担金・補助及び交付金につきましては経営上の精査を行った結果、それぞれ減額するものが主な要因で、それ以外は不用額によるものでございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次の林道治山費、林道維持管理費35万円の増につきましては、林道の除雪費の追加を見込むものでございます。

次の都補助林道開設事業費5,756万2,000円の減につきましては、歳入でご説明申し上げました西川線林道事業の関係が主なもので、今年度事業予定地の山林が盗伐され刑事事件となった関係で、現況保存のため林道開設が中止となった関係で減になるものでございます。

次のページをお願いいたします。都営事業負担金51万4,000円の減につきましては、梅沢寸庭線林道の立木補償の額の確定による減を見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の水産業総務費の19万2,000円の減額でございますが、人件費分でございます。

　続きまして、商工費でございます。

消費者行政事業費の３万円の減額、商工振興費の32万6,000円の減額、小口事業資金融資事業費の172万3,000円の減額につきましては、事業確定や今後の支払見込額を勘案しまして整理するものでございます。

　次の観光総務費の31万1,000円の増額でございますが、人件費分の増と不用額の整理によるものでございます。

　69ページをお願いします。大多摩観光事業費の210万円の減額でございますが、西多摩地区の８市町村が合同で観光客の入込調査を行う予定でしたが、東日本大震災の自粛ムードの影響により数値に大きな変更が伴うとの危惧から、平成24年度に調査を延期したことによる減額でございます。

　次の、町ふれあい広場事業費の130万円の減額でございますが、山のふるさと村音楽祭を雨のため室内で行ったことによる差額分でございます。

　次の観光施設等整備基金費の１億１万3,000円の増額でございますが、将来の観光施設等の整備を見越しまして積み立てをするものでございます。

　次の出生記念樹木配布事業費の１万8,000円の減額と、花の里づくり事業費の181万8,000円の減額、70ページの日照確保対策事業費の195万円の減額につきましては、それぞれ不用額の整理をお願いするものでございます。

　次の観光施設維持管理費の247万3,000円の減額でございますが、需用費の光熱水費の減額につきましては、水道の都営移管に伴う公共施設の減免制度に観光用トイレが該当したため、修繕費の増額につきましては、凍結による漏水修理を見込んだため、71ページの　　　　　　　委託料の減額につきましては、東京都からの白丸ダム清掃委託料が確定したこと等が主な理由でございます。

　次の観光施設整備事業費の1,365万9,000円の減額でございますが、需要費の燃料費の増額につきましては、もえぎの湯に設置しましたチップボイラーの試運転用燃料購入費をお願いするもので、ほかは、事業の確定や完了に伴う減額が主な理由でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款08土木費になります。

　72ページの土木総務費151万6,000円の増につきましては、職員手当等所要額の調整と消耗品費の増を見込んだものでございます。

次の奥多摩周遊道路管理費33万3,000円の減につきましては、奥多摩周遊道路の管理委託料の額の確定によるもので、次の登記事務費30万2,000円の減につきましては、次のページの未登記測量の減を見込むものでございます。

73ページをお願いします。次の法定外公共物等譲与事業費３万円の減と、次の道路台帳整備事業費45万6,000円の減は、道路台帳補正委託料の額の確定によるもので、次の国土法土地取引事務経費につきましては財源組替えでございます。

次の地籍調査事業費1,208万4,000円の減につきましては、東日本大震災の影響によりまして、事業の見直しで梅沢地区のみ調査を実施したもので、丹三郎地区につきましては実施できなかった関係での減になります。

次の74ページをお願いします。道路維持費100万円の増につきましては、除雪車両賃借料の増を見込むもので、次の道路新設改良費の都補助道路新設改良事業費2,329万6,000円の減は、説明欄の３路線の財産購入費及び補償費で、特に中夏地宮前線の建物につきまして、複数の権利者の不明があり、今後、契約できない状況であるため減を見込むものでございます。

次の町単独道路新設改良事業費12万円の減につきましては、事業費の額の確定によるもので、次の住宅管理費90万7,000円の増につきましては、次のページの職員給与の所要額の調整と11番の需要費の修繕費100万円を見込むものが主なもので、そのほかにつきましては所要額の調整によるものでございます。

75ページの下段になります。住宅建設費、住宅建設事業費の121万3,000円の減につきましては、宅地分譲関係の委託料の額の確定による減を見込むものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の下水道事業特別会計繰出事業費570万6,000円の減は、下水道特別会計への繰出金の減によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　76ページをお願いします。消防費に入ります。

　非常備消防費は115万1,000円を減額し6,017万6,000円となるものでございます。

非常備消防総務費は３万円の増額で人件費の調整です。

消防団費は118万1,000円の減額で、報酬、需要費、負担金・補助及び交付金、それぞれ不用額の整理を行うものでございます。

消防施設費は85万8,000円を減額し2,167万4,000円とするもので、消防施設維持管理費の需要費で、修繕費では放送制御装置の修繕完了による不用額の整理でございます。

次ページをお願いいたします。役務費では、エリアメール・アイトピックスの年間使用料を、備品購入費ではエリアメール用携帯端末を、それぞれ新規で購入するために計上するものでございます。

町単独消防施設整備事業費は、備品購入費で事業完了による不用額となります。

防災費の防災費は93万7,000円を減額し1,149万7,000円とするもので、需要費の食糧費は備蓄米の価格が安定したための不用額、役務費では総合防災訓練中止に伴う消火器詰替手数料等、衛星携帯電話使用料が減となったためでございます。

以上で消防費の説明を終わります。

○教育課長（井上　永一君）　次に教育費でございます。

項の１教育総務費でございます。教育委員会費は16万3,000円の減額となります。負担金・補助及び交付金で各種負担金の実績によるものでございます。

78ページをごらんください。事務局費は、総額で７万6,000円の増でございます。内訳ですが、事務局費の７万5,000円の増額につきましては、人件費の増及び負担金の減額によるものでございます。

教育文化振興基金費の1,000円の増額は、基金利子積立金の増によるものでございます。

次に教育指導費は、総額で22万1,000円の減額となります。内訳ですが、79ページをごらんください。教育指導費の１万7,000円の減額につきましては、賃金では、氷川中学校へ中国からの転入生があり、在校生の学習環境の影響を考慮し、介助員をつけたこと等により介助員賃金が増額となっておりますが、そのほかにつきましては、不用額でございます。

次の教員研修事業費の12万6,000円、80ページの私立幼稚園等保護者負担軽減事業費の７万8,000円の減額につきましては、それぞれ不用額でございます。

次に項の２小学校費でございます。総額では244万円の減額となります。

内訳でございますが、小学校管理費の160万8,000円の減額につきましては、委託料で平成21年度の国庫補助金で購入した校務・教育用パソコン機器48台分の保守委託につきまして、当初、長期契約で予定をしておりましたが、業務の性質上、町条例の規定に該当しないということで、単年度契約に改めたことにより減額、負担金・補助及び交付金が実績により、次の古里小学校管理費の86万6,000円の減額につきましては、需用費のうち燃料費が灯油等の単価改正により６万7,000円の増額、光熱水費につきましては、下水道料で接続期間が見積時より短くなったことにより減額となるものでございます。

次の氷川小学校管理費３万4,000円の増額につきましては、需用費が燃料費の単価改正により増額させていただき、光熱水費は実績により減額でございます。

81ページをお願いいたします。教育振興費につきましては、20万3,000円の減額となります。内訳でございますが、小学校教育振興費の10万1,000円の減額につきましては、事業実績により減額となるものですが、負担金・補助及び交付金の遠距離通学費の増額につきましては、対象児童が増えたことにより８万1,000円の増額となっております。

次の準要保護等児童就学援助事業費につきましては財源組替え、古里小学校教育振興事業費の10万2,000円の減額は、一般教材用備品購入費の減額によるものでございます。

次の小学校建設事業費につきましては、財源組替えでございます。

次に、項の３中学校費です。学校管理費は325万6,000円の減額となります。内訳でございますが、82ページの中学校管理費の280万2,000円の減額につきましては、小学校管理費と同様に委託料で、平成21年度の国庫補助金で購入したパソコン機器の保守委託につきまして単年度契約に改めたことにより、また、負担金・補助及び交付金が実績により減額となっております。

次の古里中学校管理費の35万7,000円の減額及び氷川中学校管理費の９万7,000円の減額につきましては、それぞれ実績により減額させていただくものでございます。

83ページをお願いいたします。教育振興費ですが、104万円の減額となります。内訳でございますが、中学校教育振興費の52万7,000円の減額、準要保護等生徒就学援助事業費の５万1,000円の増額、次の84ページの準要保護生徒給食費補助事業費の４万2,000円の減額、古里中学校教育振興事業費の12万4,000円の減額、氷川中学校教育振興事業費の39万8,000円の減額につきましては、それぞれ実績によるもので、次の要保護等生徒就学援助事業費につきましては、財源組替えでございます。

次に、項の４給食費、給食管理費でございますが、374万7,000円の減額でございます。内容でございますが、85ページをごらんください。報酬から役務費までは、それぞれ実績によるもの、次の86ページの委託料で給食業務委託料が264万円減額となっておりますが、給食センターは町の正規職員２名、都から派遣されている栄養士１名のほかに、年間を通じて職員と同様の勤務時間で勤務をしております委託職員２名と、調理業務に従事する５名のパート調理員、運転手１名の臨時職員で作業をしております。この委託職員につきまして、当初予定をしていた人数の減により減額となるものでございます。

なお、委託職員の減につきましては、臨時職員で対応をしております。

次に、項の５社会教育費でございますが、130万9,000円の減額となります。内訳でございますが、まず、社会教育総務費の17万7,000円の減額につきましては、人件費及び不用額でございます。

87ページをごらんください。教育文化振興事業費108万5,000円の減額につきましては、国際交流音楽祭委託料、海外派遣事業等の事業実績により、次の文化会館管理費の４万7,000円の減額につきましても、事業実績によるものでございます。

88ページをお願いいたします。青少年対策事業費の16万2,000円の減額につきましては、不用額でございます。

次の文化財保護事業費の８万7,000円の減額につきましては、不用額によるもの及び89ページの最上段にございます負担金・補助及び交付金で、指定文化財等整備事業補助金につきまして、施設等整備事業補助金が１万円の増額となっております。

次の水と緑のふれあい館運営事業費は847万円の減額となります。需要費で光熱水費が電気料及び上下水道料の使用実績、特に電気料が東日本大震災の影響により、東京都水道局の関連施設である水の科学館、水道歴史館とともに、節電対策として７月31日まで開館時間を前後１時間ずつ短縮したことにより、修繕費が施設修繕に要する費用の減により減額となるほかは、次の90ページの使用料及び賃借料、負担金・補助及び交付金まで実績により減額となるものでございます。

次の美術館事業費の54万2,000円の減額、森林館費の30万円の減額につきましては、それぞれ事業実績による減額及び不用額でございます。

91ページをごらんください。保健体育費でございます。

保健体育総務費は10万円の減額ですが、委託料の減額によるもので、次の体育施設費につきましては、財源組替えでございます。

教育費は、以上でございます。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　次に、款の11災害復旧費、町単独林業施設災害復旧事業費50万2,000円の減につきましては、委託料の額の確定による不用額でございます。

　次の92ページの道路橋梁災害復旧事業費及び河川災害普及事業費は、それぞれ財源組替えによるものでございます。

○企画財政課長（加藤　一美君）　次の長期債利子償還費51万4,000円の減は、利子の確定によるものでございます。

　次の予備費37万1,000円の増は、財源調整によるものでございます。

　以上で、一般会計補正予算の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、議案第11号の説明は終わりました。

　次に、議案第12号及び議案第13号についての説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第12号　平成23年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第３号）につきましてご説明いたします。

　今回の補正につきましては、使用料の減額に伴う最終的な事業執行の見通しを勘案して補正をお願いするものでございます。

　５ページをお開き願います。歳入でございますが、森の家使用料を107万円減額して387万円に、実費徴収金を９万7,000円増額して46万8,000円にするものでございます。

　森の家使用料の減額の理由でございますが、昨年３月11日に発生しました東日本大震災による自粛ムードと、震災に伴う放射能漏れ事故に伴う利用者数の減少が主な要因でございます。

　次の諸収入の実費徴収金でございますが、イベント参加者から資料代としていただいております見込額が増額見込みとなったためでございます。

　次のページをお願いします。歳出でございますが、一般管理費につきましては人件費分の調整に伴うものと、園地管理賃金の見込額減によるものでございますが、科目内の調整によるため増減はございません。

　次の事業費の97万3,000円の減額につきましては、今後の事業執行にかかわる必要額を調整するものでございます。旅費及び需要費につきましては、それぞれ不用額を減額するものでございます。

７ページをお願いします。役務費につきましては、ペレットボイラー用燃料購入時の送料を燃料費で一緒に払っていたものを明確にするため、新たに増額とするものです。

委託料のうちの除雪委託料の増額につきましては除雪回数の増加により、その他の委託料と14の使用料及び賃借料、19の負担金・補助及び交付金の減額につきましては、今後の支払見込額を精査して、それぞれ減額するものでございます。

次のページをお願いします。給与費明細書でございますが、比較欄のとおり、給与費の計として５万4,000円を減額するもので、職員手当の内訳は下段のとおりでございます。共済費は20万円を増額し、合計で14万6,000円の増額となります。

以上で、議案第12号の説明を終わらせていただきます。

続きまして、議案第13号　平成23年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）につきましてご説明いたします。

　今回の補正につきましては、歳入の減額に伴う最終的な事業執行の見通しを勘案して補正をお願いするものでございます。

　５ページをお願いいたします。歳入でございますが、野営場使用料の444万3,000円の減額につきましては、７月と９月の台風の影響と、９月に発生しました高圧ケーブルの劣化に伴う停電による２カ月間の営業停止が主な要因となります。

　次の雑入の１万6,000円の減額につきましては、営業停止に伴うキャンプ場売店収入の減、次の実費徴収金の25万3,000円の減額につきましては、開園20周年記念時と冬場のケビン利用者に配布した無料利用券を使用した方が多かったことなどによるものでございます。

　次のページをお願いします。歳出でございますが、一般管理費の26万8,000円の減額につきましては、人件費分の調整によるものでございます。

　次の利用管理費の436万5,000円の減額でございますが、共済費の43万円と、７ページの委託料のうち嘱託職員委託料の131万1,000円の増額につきましては嘱託職員の変更に伴うため、需要費の中の修繕費の63万6,000円の増額につきましては浄水施設のポンプと残留塩素計の修理に伴うため、使用料及び賃借料の増額部分につきましては事務機器の更新によるため、８ページの備品購入費の50万円の増額につきましては、クラフトセンターで使用する工作機械の購入に伴うもので、その他の項目につきましては今後の支払見込額を精査して、それぞれ減額するものでございます。

　９ページをお開きください。給与費明細書でございますが、比較欄のとおり、給与費の計として45万9,000円を減額するもので、職員手当の内訳は下段のとおりでございます。共済費は19万1,000円を増額しますが、合計では26万8,000円の減額となります。

以上で、議案第13号の説明を終わらせていただきます。

○議長（清水　典子君）　以上で、議案第12号及び議案第13号の説明は終わりました。

　次に、議案第14号から議案第16号までについての説明を求めます。福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　初めに、議案第14号　平成23年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）についてご説明いたします。

一般被保険者国民健康保険税は1,036万2,000円を減額し、9,427万9,000円とするもので、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の退職被保険者等国民健康保険税は524万円を増額し1,432万4,000円とするもので、これにつきましも、それぞれ実績により見込むものでございます。

　次の国庫支出金の療養給付費等負担金は792万6,000円を増額するもので、これにつきましも実績により見込むものでございます。

　次の国庫支出金療養給付費等負担金792万7,000円の減額も、実績により見込むものでございます。

　６ページをごらんください。次の高額医療費共同事業負担金102万4,000円の増、次の特定健康診査等負担金57万7,000円の増も、それぞれ実績見込みでございます。

　次の国庫補助金の調整交付金281万9,000円の増も、実績により見込むものです。

　出産育児一時金補助金は現年度分で、実績により見込むものです。

　高齢者医療制度円滑運営事業費補助金８万6,000円は、70歳から74歳の医療証発行に伴いましての郵券代の補助金を新たに見込むものでございます。

　次の災害臨時特例交付金は、東日本大震災に伴いまして、罹災者のうち当町に避難をされた国保加入者の方の医療給付分を、補てん金として新たに９万1,000円を見込むものでございます。

　次の介護従事者処遇改善臨時特例交付金は、本年度最後となるもので、34万円を見込むものでございます。

　７ページをお開きください。療養給付費交付金233万4,000円の増、次の前期高齢者交付金19万1,000円の減、次の都支出金の都補助金769万6,000円の減、次の財政調整交付金417万8,000円の増も、それぞれ実績見込みでございます。

　次の都負担金、高額医療費共同事業負担金102万4,000円の増、その次の特定健康診査等負担金57万7,000円の増、いずれも実績見込みでございます。

　８ページをごらんください。次の共同事業交付金、高額医療費共同事業交付金は2,946万5,000円の増、次の保険財政共同安定化事業交付金は175万2,000円の増で、いずれも実績見込みでございます。

　繰入金の一般会計繰入金は416万3,000円を増額し１億2,229万円とするもので、保険基盤安定繰入金以下、実績により見込むものでございます。

　９ページをお開きください。歳出となります。

　総務費の一般管理費は財源組替えを行うものです。

次の連合会負担金10万7,000円の増は、実績見込みでございます。

　保険給付費の一般被保険者療養給付費は1,379万3,000円を増額するもので、実績見込みでございます。

10ページをごらんください。退職被保険者等療養給付費1,180万円も同様でございます。

次の高額療養費、一般被保険者高額療養費は、高額医療費共同事業交付金を見込むための財源組替えでございます。

次の退職被保険者等高額療養費は、実績により200万円を増額するものです。

次の出産育児一時金は、財源組替えを行うものです。

次の後期高齢者支援金も財源組替えを行うものでございます。

11ページをお開きください。次の介護納付金及び、次の高額医療費共同事業拠出金、次の特定健康診査等事業費は、いずれも財源組替えを行うものでございます。

12ページをごらんください。次の諸支出金では、償還金1,000円の増は、国及び東京都の支出金、療養給付費の額の確定に伴う返還金でございます。

次の病院事業会計繰出金21万7,000円の減は、病院の整備事業費の実績見込みによるものです。

続きまして、議案第15号　平成23年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）についてご説明をいたします。

５ページをお開きください。歳入でございます。

後期高齢者医療保険料は、186万3,000円を減額し5,894万6,000円と見込むもので、以下、実績見込みでございます。

繰入金、一般会計繰入金は、611万7,000円を減額し１億1,867万9,000円と見込むもので、それぞれ実績見込みによるものでございます。

保険料軽減措置繰入金も実績に基づくものでございます。

健康診査費繰入金28万8,000円の減、次の葬祭費繰入金は41万円の減も、実績見込みでございます。

次の諸収入では、償還金及び還付加算金で保険料還付金21万4,000円の増は、広域連合負担金の実績で見込むものでございます。

６ページをごらんください。次の受託事業収入では、健康診査事業受託金19万8,000円の増を始め、それぞれ実績によるものです。

次の雑入の２万5,000円の増額は、年金機構返納に伴う保険料返還金の増です。

７ページをお開きください。歳出となります。

総務管理費の一般管理費１万1,000円の減は、役務費で実績により減とするもの。

次の徴収費の１万1,000円の減も、不用額の整理でございます。

次の広域連合納付金の広域連合分賦金863万1,000円の減額につきましても、それぞれ実績により減とするものでございます。

保健事業費の健康診査費９万円の減は、75歳以上の方の健康診査費で、いずれも健診数の実績によるものでございます。

８ページをごらんください。葬祭費55万円の増は、実績によりまして11名分を新たに見込むものでございます。

次に、議案第16号　平成23年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第３号）についてご説明をいたします。

５ページをお開きください。歳入でございます。

介護保険料の第１号被保険者保険料は280万5,000円を増額するもので、実績によるものでございます。

次の国庫支出金の介護給付費負担金643万6,000円の増も、実績見込みでございます。

次の国庫補助金では、調整交付金42万8,000円の増から、給付実績によるものでございまして、以下、各事業いずれも実績により見込んだものでございます。

次の介護保険事業費補助金276万5,000円の増は、介護報酬改定に伴うシステム改修事業補助金を新たに見込むものでございます。

次の介護保険災害臨時特例補助金５万8,000円の増は、保険者機能復旧等のため支援事業補助金でございまして、内容といたしましては、東日本大震災被災者４名分の介護認定を当町で行いましたけれども、それに伴う補てんをしていただくものでございます。

次の支払基金交付金では、介護給付費交付金974万2,000円の増、次の地域支援事業支援交付金65万8,000円の減も、実績見込みでございます。

６ページをごらんください。都支出金の介護給付費負担金623万9,000円の増も、実績見込みでございます。

次の都補助金、地域支援事業交付金（介護予防）27万5,000円の減、次の地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業交付金）43万9,000円の増も、現年度分において実績により見込むものでございます。

財産収入の利子及び配当金6,000円の増は、介護保険準備基金の利息を見込むものでございます。

次の繰入金の一般会計繰入金では、介護給付費繰入金542万円の増を始め、いずれも現年度分の実績で見込んでございます。

次の、その他地域支援事業繰入金221万4,000円の減は、実績によるものでございます。

基金繰入金の介護給付費準備基金繰入金799万8,000円の増は、保険給付費の増に対し、同基金から繰り入れを行うもので、この繰り入れで残高はなくなることとなるものでございます。

諸収入の雑入１万円の増は、年金機構返納に伴う保険料返還金の増を見込むものです。

使用料及び手数料では、使用料56万6,000円の減、それを始め利用者実績によりまして減を見込むものです。

８ページをごらんください。歳出になります。

総務費の一般管理費162万5,000円の減は、給料から旅費までは所要額の整理をし、役務費等を始め実績によるものでございます。

次の徴収費、賦課徴収費は不用額を整理するものです。

９ページをお開きください。次の介護認定審査会費15万6,000円の減を始め、おのおのの事業を実績により減を見込むものでございます。

次の運営協議会費６万1,000円の減は、報酬で委員報酬、旅費で委員費用弁償の増を、それぞれ実績見込みでございます。

次の保険給付費では、介護サービス等諸費の居宅施設サービス、施設介護サービス等給付費3,607万8,000円の増は、負担金・補助及び交付金で居宅・施設介護サービス給付費が1,870万円の増、地域密着型介護サービス給付費が50万円の減、10ページをごらんいただきまして、以下、各事業、実績見込みによりまして見込むものでございます。

次の介護予防サービス等諸費228万円の増は、負担金・補助及び交付金で、介護予防サービス給付費が110万円の増を始め、それぞれ実績により見込むものでございます。

次の審査支払手数料４万円の増も実績見込みでございます。

11ページをお開きください。高額医療合算介護サービス等費70万円の減も実績見込み、次の町特別給付費の63万円の減は、町が独自に実施している配食サービス事業で、希望者の減に伴うものです。

次の特定入所者介護サービス等費、施設入居者で所得の低い方に基準費用額を負担、限度額との差額を保険給付費で補うという内容でございまして、200万円の増は実績見込みでございます。

12ページをごらんください。次の地域支援事業費では、介護予防事業費の二次予防事業費86万4,000円の減を始め、それぞれ利用者の減によるものでございます。

次の一次予防事業費141万5,000円の減は賃金によるもの、その他各事業、いずれも実績見込みによる減でございます。備品購入費では、介護予防事業備品といたしまして、可動式筋トレマシン購入費の増で、実績により見込むものです。

次の包括的支援・任意事業費では、介護予防ケアマネジメント事業費を始め、それぞれ財源組替えを行うもので、地域包括支援センターの社会福祉協議会から派遣されている３名分の専門職の人件費でございます。

次の基金積立金の介護給付費準備基金積立金5,000円の増は、同基金利息を見込んだものでございます。

14ページ、15ページにつきましては、給与費明細書となっております。それぞれ調整をさせていただいたものでございます。

以上で、議案第14号から議案第16号までの説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、議案第14号から議案第16号までの説明は終わりました。

　次に、議案第17号についての説明を求めます。地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第17号　平成23年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）についてご説明申し上げます。

議案書の６ページをお願いいたします。歳入の款の02下水道使用料69万9,000円の増につきましては、奥多摩処理区の使用料の増を見込むものでございます。

次の合併処理浄化槽使用料15万円の増につきましては、市町村型合併処理浄化槽設置によりまして増を見込むもので、次の下水道手数料につきまして１万4,000円の増は、町内での下水道工事店指定店の登録により手数料の増を見込むものでございます。

次の款の03国庫支出金、公共下水道事業補助金１億2,504万円の減と、次の都支出金公共下水道事業補助金562万7,000円の減につきましては、今年度の奥多摩処理区の下水道事業の額の確定による減を見込むものでございます。

次の款05一般会計繰入金570万6,000円の減につきましては、今年度の下水道事業費及び合併処理浄化槽事業費の額の確定による減を見込むものでございます。

７ページをお願いいたします。款07諸収入の消費税還付金1,081万4,000円の増につきましては、事業費の確定による消費税の額が確定したための増を見込むものでございます。

次の下水道債8,270万円の減につきましては、奥多摩処理区及び合併処理浄化槽の事業費の確定により減を見込むものでございます。

次に、８ページをお願いします。歳出になります。

款01の総務費、一般管理費72万3,000円の減につきましては、負担金・補助及び交付金での水洗化補助の見込みがない状況であるため減とするものが主なものでございます。

次の維持管理費につきましては、９ページの小河内処理区で384万1,000円の減は、浄化センター内のそれぞれの所要額を見込んだものでございます。

次の10ページの奥多摩処理区68万3,000円の増につきましては、11の需要費で光熱水費増で、下水道接続による送水ポンプの電気料の増と、委託料の減、及び負担金で東京都からの額の確定による増を見込むものでございます。

下水道事業費（小河内処理区）117万2,000円の減につきましては、次の11ページの工事請負費での減を見込むものが主なものでございます。

次の奥多摩処理区２億207万7,000円の減につきましては、工事請負費の事業費の減と青梅市への負担金の減が主なもので、梅沢丹三郎地区の接続は遅れており、平成26年度供用開始の見込みで調整をしております。

12ページをお願いいたします。浄化槽市町村整備推進事業費25万8,000円の減につきましては、次の13ページの委託料、水洗化補助金のそれぞれの減を見込むもので、水洗化の補助申請は今年度ございませんでした。

次の長期債利子及び予備費につきましては、所用額を見込むものでございます。

次の14ページの給料費明細書につきましては、比較の欄に記載のとおり、給料で１万円の減、職員手当で57万1,000円の減、共済費で16万4,000円の増、合計で41万7,000円の減を見込んでおります。

以上で、議案第17号の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、議案第17号の説明は終わりました。

　次に、議案第18号についての説明を求めます。病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　議案第18号　平成23年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）の内容についてご説明申し上げます。

　今回の補正につきましては、収益的収支でそれぞれ130万円の減額を行うものでございます。

　１ページをお開き願います。収益的収入及び支出の実施計画書でございます。

　まず、収入についてですが、項の１．医業収益において、３．その他医業収益の公衆衛生活動収益の中で、介護保険等による生活機能評価の実施を見送ったことにより130万円減額するもので、４億9,270万円とするものです。

　２ページをお願いいたします。支出についてですが、130万円減額し４億9,270万円とするものです。内訳につきましては、項の１．医業費用で117万6,000円を減額し４億8,498万2,000円とするものです。内容ですが、１の給与費につきましては、給料で、年度途中看護職員１名減による233万7,000円減額です。手当につきましては、退職手当組合負担金254万円増、賃金29万7,000円減、法定福利費につきましては、共済組合負担金88万円増によるものです。

次の２．材料費では、薬品費248万円減額、診療材料費で51万7,000円の増額ですが、それぞれ実績によるもので、総額で196万3,000円の見込み減額になります。

　次に、３．経費では、41万3,000円増額するものです。内訳ですが、燃料費、委託料につきましては、それぞれ実績によるもので、支出見込増により増額するものです。役務費、雑費につきましても、それぞれ実績によるもので、支出見込減により減額をするものでございます。

　３ページをお願いいたします。５の資産減耗費の棚卸資産減耗費は、支出見込減による減額です。

　固定資産除却費は、支出見込額がありませんので減額するものです。

　次の６．研究研修費の図書費、旅費、研究雑費につきましては、それぞれ支出見込減による減額です。

　次の項の２．医業外費用では、１万円を減額し610万円とするものですが、一時借入金利息に支出見込みがありませんので、減額するものでございます。

　次の予備費につきましては、財源調整によるものでございます。

　４ページをお願いいたします。資金計画でございますが、表の中央、当年度予算額では受入資金が５億3,383万6,000円で、支払資金が５億1,702万円で、差し引き1,681万6,000円となる予定でございます。

次の５ページは、先ほどご説明させていただきました給与費明細書になります。記載のとおりでございます。

次の６ページから８ページにつきましては、予定貸借対照表でございますが、ご説明は省略させていただきます。よろしくお願いいたします。

　以上で、議案第18号の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、議案第18号の説明は終わりました。

以上で、全議案の説明は終わりました。

お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午後12時02分　休憩

午後 １時00分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより質疑に入ります。議案第11号については、歳入歳出それぞれを一括して質疑を行い、議案第12号から議案第18号までについては歳入歳出含めて一括して行います。

初めに、議案第11号の歳入の質疑を行います。質疑があればお願いします。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　４項目ほど質問させていただきたいと思います。

　第１点は、一般会計補正予書の13ページ、都支出金の中で、先ほど市町村交付金としての一括交付金として約４億円収入が増加したということでございますが、その内訳として財政事情割等増約２億9,000万円、まちづくり振興割増１億円、地域特選事情枠増500万円、計４億円増えたということでございますけれども、この使途というものはどのようなものかということ、ちょっと勉強不足ですけれども、どのような点に使われるものなのかという科目の内容と具体的な資金使途をお伺いしたいと思います。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　石田委員からのご質問にお答えいたします。

　13ページに都の総合交付金の補正金額が載っておりますけれども、このそれぞれの使途につきましては、財政状況割が、これはいわゆる町の財政と経営努力、これは行政改革をどのくらい一生懸命やったかということで評価をいただくお金でございますけれども、これの使途は、人件費以外の一般財源に使用させていただいております。

　それと、その下のまちづくり振興割、これはハード事業、道路とか建物とかハード事業に対して国都から補助金等をいただきますが、残りの一般財源に対してさらに補助金をいただいているというものでございます。

　それと、最後の地域特選枠事業というのは、西多摩広域圏で進めている事業の中で、特に当町が特色のある事業、今年度は身近なまちづくり事業に194万8,000円、それと山のふるさと村音楽祭に618万8,000円をいただいているものでございます。

以上です。

○議長（清水　典子君）　ほかに。４番原島幸次委員。

○４番（原島　幸次君）　18ページの款19の諸収入の件で、私、ちょっと聞き間違えちゃったかもしれませんが、７番の雑入の関係で、地域新エネルギー等導入促進対策費補助金額がマイナスの4,400万円と、減になっております。これは、バイオマスのボイラーの関係かどうか、ちょっとお聞きしたいなと思います。よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　４番原島委員のご質問にお答えいたします。

　これにつきましては、先ほど支出の観光商工費でちょっと触れさせていただきましたけれども、年度当初に国の外郭団体、独立行政法人新エネルギー、申し訳ありません、名称を完全には忘れてしまったんですけれども、そこの独立行政法人の補助を4,400万円いただく予定だったんですが、この補助については新年度になってからの申請、それで交付決定が夏場ぐらいになってしまうということで、それを待っていますと工期が取れなくなってしまうということで、新年度当初ではこの4,400万円を組んでいたんですが、そのような関係でこの部分を都の単独補助に切り替えさせていただきました関係で4,400万円の減額になったということでございます。以上でございます。

○4番（原島　幸次君）　ありがとうございました。以上です。

○議長（清水　典子君）　ほかに。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　７ページ、町税の法人税でございますが、これだけの数字が増えそうだと、見込みだというお話を先ほど伺いました。この内容なんですが、一業種のものなのか、一企業なのか、それとも全体の伸びなのか、その辺がもしわかりましたらよろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　師岡委員のご質問にお答えします。

　法人町民税なんですが、前年が最低の税割ということで、それに基づいて積算したんですが、今年度については、企業さんの努力もあろうかと思うんですが、全体的によくなったということで、特に確定申告が一般企業さんは６月とか７月に私どもに来るんですが、その後、確定申告で税割が出たところについては中間申告がございます。その関係で、また引き上げられたというところでございます。

　法人も前年度より４社ほど増えております。以上です。

○議長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第11号の歳入の質疑を終結します。

　次に、議案第11号の歳出の質疑を行います。質疑があればお願いします。１番石田芳英委員。

○1番（石田　芳英君）　３点ばかり質問させていただきたいと思います。

　１点目でございますけれども、26ページの、例えば、減債基金積立金1億4,100万円、また、69ページの観光施設整備基金積立金、約１億円というふうに補正で増加しておりますけれども、補正後の各基金の期末残高をちょっと確認しようかなと思いましたけれども、ちょっと資料が見当たりませんでしたので、もしわかるようでしたら、教えていただければと思います。

　２点目が、46ページの児童手当費2,142万1,000円減額ということで、これは実績に合わせたということで、10月より法例が改正されて減少したというお話でございましたけれども、かなり金額が大きい金額ですので、それ以外に何か原因があるのかなというふうに感ずるんですけれども、もし理由があるようでしたら教えていただきたいということで、もし未払金等の金額があるようでしたら、その処理はどのようにされるかお聞きいたしたいと思います。

　以上、２点でございます。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　石田委員のご質問にお答えします。

　平成23年度末の積立額でございますけれども、ご質問の減債基金は10億6,000万円ほどになります。

　２つ目の観光施設整備基金につきましては、２億5,600万円ほどになります。以上でございます。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　私からは、児童手当費の関係でございます。昨年の４月から９月分までにつきましては、お１人当たり１万3,000円ということだったんですけれども、この10月から今年の３月までの分につきましては、ゼロ歳から３歳までが１万5,000円、また、３歳から12歳までの第１子、第２子については１万円、第３子については１万5,000円と、また、中学生については１万円ということで変更があったわけでございますけれども、今回、それ以外の原因というお問い合わせでございますが、それについては、私どもの町では100％該当者が申請されているということで、申請されなかった方はいらっしゃいませんので、これが原因のすべてということでございます。以上でございます。

○1番（石田　芳英君）　わかりました。

○議長（清水　典子君）　ほかに。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　33ページ、選挙の時間を２時間ほど繰り上げまして、この105万6,000円を捻出したわけですが、その反響といいますか、どのような町民からの声があったか。また、今後こういう形で、５月、それから衆議院選とか都議選、今後ありますけれども、この形を続けていくのかということですね。ほかの市町村に先駆けてよく思い切って時間を変更したと思いますけれども、よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　12番前田委員のご質問にお答えいたします。

　町議会議員選挙より投票時間を当日のみ２時間短縮させていただきまして、職員手当等の超過勤務手当分等が軽減されたということで削減をさせていただきました。

　また、実際には、当日、その後の開票事務もございまして、時間が遅くなるだけ間違い等も多くなるということもございますので、ここで始めさせていただきました。

　都の選管に確認したところ、まず自分のところでやる選挙から時間を短くするなら、してくださいということでいただきまして始めました。皆様から声の方をいただいたんですが、「短くしてよかった」という声はいただきましたが、「長くしてくれ」という話は、今のところ届いておりませんので、これでよかったかなと思っております。

　また、投票率につきまして、若干数％前回より落ちておりますが、これは人口減、それから、高齢者の数が多くなったものと見受けられますので、特にそこには影響はなかったものと考えております。

　今後につきましては、５月20日に執行予定の町長選挙につきましても、町の選挙でございますので、同じように２時間を繰り上げさせていただいて執行させていただきたいと思っております。

　また、東京都議会選挙、それから国政のレベルの選挙になりますと、取り扱いの選管がそれぞれ東京都、国になりますので、そことの協議ということになりますので、その選挙につきましては、町の実績を基にこれからお願いをしていくところでございます。

　ただ、長期の、本来短くしていきたいのは、国レベルの16日間の期日前投票が余りにも長いということで、本来であれば、そちらの方に時間を短くということでお願いをしていきたいところでございますが、なかなか今の情勢では、まだ難しいところもございますので、これから東京都、国の方には働きかけていきたいと思っております。よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　ほかに質疑はあります。４番原島幸次委員。

○４番（原島　幸次君）　最初の方の61ページなんですが、款の06農林水産業費の関係で、この一番上の欄の工事請負費の関係で260万円減になっております。この工事請負費の関係で観光用ワサビ田整備工事の減なんですが、大変勉強不足で申し訳ない、場所がどこで、何で減になったのか、ちょっとお聞きしたいなと思います。よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　４番原島委員のご質問にお答えいたします。

　この観光用ワサビ田の整備工事ですが、場所につきましては古里付にありますけれども、小丹波の駐車場、その横にトイレがありまして、その横、木村奨学会の山林内に設置したものでございます。

　工事の主な減額の理由でございますけれども、当初予定していた面積のワサビ田がつくれなかったと。いわゆる、当初予定より狭くなってしまったということによって工事金額が減額になったものでございます。以上でございます。

○４番（原島　幸次君）　ありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　ほかに。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　３つお願いいたします。

　１つ目は、25ページになるでしょうか、電子自治体共同運営というふうな関係でちょっと質問させていただきたいと思います。

　我が町が応援に行きました大槌町が今回、総務省に自治体クラウドの申請をしたというのが新聞記事に出ておりまして、いろんな形でサーバーが被害に遭った時にでも対応できるというような内容のようですけれども、今、お隣の神奈川県が全町村導入しようというふうな動きを示していると。果たして東京都がこういうふうなことに対してどういうふうな考えを持っているか、それから、西多摩なり、広域なり、奥多摩町がどういうふうなことでこれを見ているかというふうなことがまず１つと、それから、若干補正とずれて大変恐縮ですが、大槌町との関連で、今年度ここで終わりますけれども、１年間、町の方もいろいろな形で支援してやったという状況、もし今までの経過がお聞きできれば、なおありがたいと思いますし、また、来年度以降、この震災に対する広域の考え方とか東京都の考え方が、東北、特に我が町は大槌町との関連がありましたので、その辺がどうなのかをちょっとお聞きしたいと思います。これが１点目でございます。

　それから２点目は、46ページあたりになると思いますが、少子化対策支援事業、十幾つもの項目で少子化対策、年々手厚い事業になっているというふうに考えますが、この中で、いわゆる予防接種事業、これにつきましては任意の部分があったりですとか、それから、自己責任の部分があったりとか、いろいろな問題があって、なかなか踏み込める部分とそうじゃない部分があろうかと思いますが、具体的に、先日もある親御さんから、「インフルエンザの予防接種に対して複数回の事業は奥多摩町ではどうなんですか」というふうなご意見やご希望もありました。今後、この少子化対策の中で、こういう問題についてどういうふうに対応されていくだろうかということをちょっとお聞きしたいと思います。

　それから、３つ目、これは除雪のことなんですが、どの項目でお聞きしたらいいんでしょうか。例えば、土木の除雪車というふうになれば74ページあたりかと思いますが、今年は何回も降っているんですが、そんなに大きな雪はなかったように思いますが、先日の雪は割と朝多く積もって、なかなか掃いても掃いても取れないような状況でございましたけれども、古里中学校の坂道が結構積もりまして、給食車がなかなか入りづらかったようなお話も伺っております。ある程度の雪が降った場合に、その除雪の対象になるような地域が多分決まっているんだろうとは思いますが、古里中の場合には、ああいう非常な坂道なので、この辺もそういう対象地域に今入っているのか、これから入るのか、その辺のところをちょっとお聞きできればありがたいと。

また、是非今後もそういうふうな給食の搬入とかそういうことももろもろありますので、ご検討いただければというふうに思います。

以上、３つよろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　それでは、７番師岡委員のご質問のうち、まず、電子自治体共同運営についてのお話を若干お答えしたいと思います。若干的を外すかもしれませんが、よろしくお願いいたします。

　現在ここに上程してございます東京都電子自治体共同運営協議会につきましては、東京都内の地方公共団体が１つの情報システムを共同で利用して、行政サービスを提供する事業ということで進めております。

　サービスの中身につきましては、例えば、これは電子申請サービスと電子調達サービスという、電子申請サービスにつきましては、住民・事業者・任意団体向け、それから、電子調達サービスというのは事業者向けという二通りのサービスがございます。

最初の住民向けのサービスといたしましては、飼い犬の死亡届、それから軽自動車の納税証明書交付申請、児童手当額の改定申請、児童手当の消滅届、それから住民票記載事項照明の交付申請、住民票の写し交付申請、町都民税の課税・非課税証明書の交付申請、町都民税納税証明書の交付申請等がございます。しかしながら、なかなか奥多摩町の場合では、これの利用が進んでおりません。

と申しますのは、申請をして交付されても、その料金の徴収については現在、町に来てもう一度払わなければならないというのがございまして、それがネックになって進んでない部分もございます。

それから、調達サービス事業者向けにつきましては、資格の審査申請サービス、それから入札の情報サービス、電子入札サービスとございまして、指名参加願いの申請につきましては、こちらで多くが申請されるようになったということでございますので、こちらのサービスの利用の方が現在は進んでおるところでございます。そして、こちらにつきましては、サービスに限りがありますが、ここでサービスを共同するということによりまして、経費の方が安くなるという部分もございます。

現在、これとは別に４町村の共同運営をしております住民情報系も、同じようにクラウドで行っておりますが、こちらにつきましては、情報の管理を千葉県の方にデータの方を保存する場所がございまして、そういう場所に保存することによって、実際の震災に遭った時にデータが壊れないという最大のメリットがございますので、それが千葉の会社と町にサーバーを通じてあるということで、今のところ３カ所で管理しているということでございますので、そういう今進んでおります住民情報系の住民票を基としたサービスにつきましては、かなりそういうサービスが進んでいるというふうに思っております。

また、大槌町の関係でございますが、10名の職員を派遣した後、一たん終了しました後、今度は長期にわたる派遣要請もございました。これは半年、１年の単位で執行していただけないかということで、東京都町村会を通じましてお話の方がございましたが、実際には西多摩郡各町村、小さな町村でございますので、なかなか職員を半年、１年出すことが難しいということで、東京都町村会を通じて、この件に関してはお断りをさせていただいたところであります。

また、今後につきましても、どういうニーズが出てくるかわかりませんが、その要望の状況一つひとつにつきまして、東京都の町村会の中で話をしながら、こちらの方を進めていきたいと思っております。よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　私の方からは、少子化対策事業の中の任意の予防接種の今後の対応というお話でございます。

　これにつきまして、委員おっしゃられるように任意の予防接種ということでございまして、65歳以上の方につきましては、これは法定の定期予防接種ということになるわけでございますけれども、この任意の予防接種につきましては、保護者の判断での接種というのが大原則でございます。

　ガイドラインによりますと、13歳以下の方については年に２回接種をするということで効果が出るというふうに伺っておりますけれども、それ以上の方では１回で大丈夫というお話でございます。そのため、町では現在１回分ということで、お１人2,000円を限度に支給をさせていただいているということでございます。これにつきましては、例えば給食費、あるいは入学・進学支援事業などは、誰でも皆に共通して必ず支給の対象となるという意味で非常に公平性が極めて高い事業というふうに判断をしております。しかしながら、この季節性のインフルエンザにつきましては、対象が限られること、また、任意の予防接種ということで、最低の１回分のみを現在支援をさせていただいているという状況でございます。

　この１月に、子育て支援事業の対象者309世帯を対象に、私どもでこの事業の検証をするためにアンケート調査を実施させていただきました。回収率は余りよくなくて44.9％ほどでございましたけれども、この中の自由意見のところに、このインフルエンザについてのご要望が実はございませんでした。今後、改めて保護者などから要望の状況により検討をしてまいりたいと思っておりますけれども、この予防接種そのものは重症化の予防としては非常に大切でございますけれども、確実に免疫をつくるということではございませんので、日頃から手洗い、あるいはうがいを通して普及啓発をしていきたいなと。特に１歳から６歳までのお子様については、発病の防止の効果というのは30％ほどというふうに統計で出ておりますので、その点を踏まえて病気の予防に普及活動を推進していきたいというふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。以上でございます。

○議長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　続きまして、最後のご質問で、町内の除雪についてでございますけれども、地域整備課の方で担当しております除雪につきましては、町道と林道を実施しております。合わせて23路線になりますけれども、その中で町道につきましては、バス路線は必ず除雪ということで対応しております。それから、学童が通学する通学路、特にどこを通学路というふうには決めていないんですけれども、古里の中学でいけば、国道から竹の花までの間を除雪するということで、対象としてなっています。

　それから、昔の川島屋さんというところを下へ降りる道があるんですけれども、それも国道分、降りるところも一応除雪の対象ということで予定をしております。

　そういうことでございまして、委員ご質問の古里中の坂につきましては、今までうちの課の対象にはなっていない路線でございましたけれども、通学路というふうな位置づけでいけば、学校の入り口まで通学路になるということであれば、また検討していかなければいけないのかなということで、本来、所管としては教育課の方での所管になろうかと思いますけれども、また、その辺につきましては、教育課との調整をしながら考えていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。以上です。

○議長（清水　典子君）　ほかに。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　先ほど一緒に質問すればよかったんですけど、もう１点だけ質問させてください。

　24ページ、タクシーの当初予算で100万円計上していたんですが、これが不調に終わったといいますか、残念ながら時間の延長の交渉がうまくいかなかったということだと思います。その経緯と、それから、何か噂によりますと３月いっぱいで全面的にタクシーが撤退するという話も聞いております。それは事実なのかどうか。そして、また、その後の対応といいますか、町民の足の確保のためにどのような対応策を考えられているのか、お聞きしたいと思います。以上です。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　前田委員のご質問にお答えいたします。

　まず、夜間タクシーの延長に関係します100万円の予算につきましては、前回の議会の中で一般質問をいただき、町長の方から答弁をさせていただきましたけれども、まず、利用者がこの100万円をもって試験的に期間運行しても、その後、決して黒字に転嫁することはないという１つの意見と、タクシー事業者からの、それと、会社の趣旨として、やはり民間のタクシーなので行政から補助をもらいながらの運行は趣旨的にはしたくないと。いろんな部分から協議をいたしましたけれども、最終的には京王タクシーの方から、「夜間については難しい」という回答がございました。

　それと２点目の、この３月31日で撤退をするのかという質問ですけれども、３月31日をもってこの氷川の営業所については撤退をするということで、昼間からタクシーがなくなるということであります。

　この大きな理由は、国の指導によりまして、それぞれ市町村にあるタクシーの営業所につきましては、５台以上保有していない営業所については撤退をしろということで、きつい指導があるということで、先般、京王タクシーの役員を含め来庁されまして、あいさつともどもこのような内容のお話をお伺いしまして、４月１日からタクシーがなくなるというお話をいただきました。

　その後の住民の足ということなんですけれども、現に夜間も昼間も含めて京王タクシーの方の統計では、ほとんど住民の方は使われていないと。そのことから大きな赤字を生んで、長らくは青梅営業所の黒字で奥多摩の営業所の赤字分を埋めておったんですけれども、いよいよ財政的に困難であるということから撤退が決まったわけでありまして、今後、特に高齢者の皆様の病院の通院とか、現にサービスで行っておりますけれども、含めて買い物難民等、そういった要望が多く上がれば、また、タクシーとは違った交通手段で検討を行いながら、住民サービスの向上を図ってまいりたいというふうに考えております。

○議長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第11号の歳出の質疑並びにすべての質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第３　議案第11号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第11号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第12号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第12号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第４　議案第12号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第12号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第13号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第13号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第５　議案第13号については原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第13号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第14号の質疑を行います。質疑があればお願いします。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　８ページ目の上の方でございますけれども、高額医療費共同事業交付金というものが2,946万5,000円増加しておりますけれども、この高額医療費共同事業という事業の内容なんですけど、ちょっと不勉強で申し訳ないんですけれども、事業内容と、何で増加したかというのを具体的にご説明をお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　１番石田委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　まず、この高額医療費共同事業交付金でございますけれども、これは区市町村が高額な医療費の発生による財政運営の不安定さを解消するために、国保連合会が実施をしております高額医療共同事業というものへ、まず支出をいたしまして、それに基づいて実績によりまして各区市町村で高額医療費の給付の発生した場合に支給をするという内容でございますけれども、財源的には、国と都とそれぞれ４分の１ずつ、町と負担をする事業でございますけれども、この事業で、実は当町は非常に医療給付費が高こうございまして、62区市町村の中で、今最も高い医療給付費でございます。

　被保険者の人数が非常に少ないということもあるんですけれども、お１人非常に高額な医療費を要するという方がいらっしゃいまして、この方に伴って非常に高額に伸びていると、右肩上がりということになっております。以上でございます。

○１番（石田　芳英君）　どうもありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第14号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第６　議案第14号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第14号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第15号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第15号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第７　議案第15号について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第15号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第16号の質疑を行います。質疑があればお願いします。7番師岡伸公委員。

○7番（師岡　伸公君）　介護全体のことでちょっとお伺いしたいと思います。

　やはり介護を受ける側ももちろんですけど、サポートする側のいろいろメンタルヘルスの問題が今大きく取りざたされておりますけれども、当然これは国や都の方でいろんな機関を設けてやられているとは思うんですが、その辺の実情等、それから各事業所に対しては我々が意見やアドバイスを送ることではありませんけれども、その事業所内のことでいろんな形で環境の整備をするべきなのかもしれませんが、そういう意味で、例えば各市町村でそういうふうなもののケアを国や東京都とともに共同で、または広域でやるようなシステムがないのかなというふうに素朴に感じているんですけれども、その辺のシステム的なことと、それから、市町村でできる方法、そんなことのご意見が伺えればありがたいかなと思います。やはり現場の職員が健康でなければ、やはり介護も成り立たないというふうに考えますので、ちょっとお聞かせ願いたいと思います。よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　７番師岡委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　介護保険制度の中で、私ども、事業者連絡会というのを設けておりまして、４つの施設と私どもで、それぞれケアマネさんにお集まりをいただきまして、それぞれの施設で今何が問題かということで、そちらの各施設からの意見を聞いたり、あるいは我々から、現在の国や東京都の制度を通してご支援できること、それの情報連絡会を２月に１度程度予定をして開催をしております。

　また、一方、家族介護教室ということで、ご自宅で介護している方がたくさんいらっしゃるわけですけれども、老老介護あるいは認認介護といわれるように、非常に現在、介護されている方が非常に行き詰っている状況もあるということで、そちらの方のメンタルヘルスということで、これも年に２回ほどでございますけれども、精神の担当の医師の方、あるいは自宅で実際に介護をされている方の体験談などを、今年も２回ほど開催をいたしまして、情報の共有化、あるいはこういった場合にはこうしたらいいんだよということで、そういった家族介護教室も合わせて開催をしております。

　あと、今回、平成24年度からの介護保険制度の改正ということでは、今、国会の方で社会保障と税の一体改革を消費税含めて検討しているところでございますけれども、その中で介護保険の方では、地域包括ケアシステムということで、24時間切れ目のないサービスの提供ということで進めているところですけれども、当町の場合、非常に広範な地域に点在しているということと、事業者が、それでは非常に経済効率が悪いという中で、法が改正されても地域のご家族始め、自助、共助がますます大切になってくるのかなというふうにも考えておりますので、その辺でまた地域を含めて検討してまいりたいというふうに考えております。

○議長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第16号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第８　議案第16号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第16号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第17号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第17号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第９　議案第17号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第17号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第18号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第18号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第10　議案第18号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第18号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　以上で本日の日程はすべて終了しました。

これをもって連合審査会を閉会とします。長時間ご苦労さまでした。

午後１時44分　閉議・閉会

　地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　　奥多摩町議会議長
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